
第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第３章  次代を担う子どもをみんなで育むまち  《１》子育て支援

【基 本 方 針】

全ての子どもたちが健やかに、伸びやかに育つことができ、親も子育ての喜びを感じることができる社会の実現を目指し、多様な子育て支援サービスや保育サービスを提供

するとともに、幼稚園教育を推進します。 

また、子どもたちが様々な人と出会い、ふれあうことのできる多世代・異年齢交流を推進し、社会全体で子どもと親の育ちを支え、安心して出産・子育てができるまちづく

りを進めます。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

人口減少、少子高齢化による家族形態の変化、就労の多様化、地域コミュニテ

ィ意識の希薄化など子ども・子育てを取り巻く環境が大きく変化する中で、子育

てへの不安や負担感を感じる保護者の増加が見られ、保育ニーズの多様化が進ん

でいます。 

子どもたちが安全・安心に過ごせる場の確保が求められるとともに、子育ての

不安から児童虐待等につながらないよう家庭や子どもの見守り体制の強化が必

要となっています。 

また、認可保育所では、低年齢児の待機児童が発生している一方、幼稚園では

定員割れの状況にあります。※１ 

本市では、平成22（2010）年に「青梅市次世代育成支援地域行動計画（後期行

動計画）」を策定し、社会全体で子育てができる環境づくりに向け、保育所、学

童保育所、既存施設を活用した子育て支援事業や子どもの居場所づくり、子ども

と家庭の相談事業、子育てに関する情報提供、子育てサークル等の支援や地域子

育てネットワークづくりなど総合的な子育て支援施策を実施しています。 

今後は、国の制度改正に対応し、子育て家庭を社会全体で支援するという視点

に立ち、保育サービスの充実とともに、多世代・異年齢交流の促進や子どもと親

の育ちを支える環境づくりなど、新たな子育て支援施策を積極的に推進していく

必要があります。※２ 

※１学童保育所において、待機児童

が急増していることから、その

解消を図るために、子ども・子

育て支援事業計画の別冊とし

て「学童保育所待機児童解消プ

ラン」を策定。 

  また、障害のある児童の入所枠

を撤廃。 

※２平成 27 年４月から子ども・子

育て支援関連三法が施行され、

「子ども・子育て支援新制度」

への移行に伴い、幼児期の学校

教育や保育、地域の子育て支援

の量の拡大や質の向上を進め

ていく「青梅市子ども・子育て

支援事業計画」を平成 26 年 12

月に策定。 

※１（文言修正） 

学童保育の待機児童の状況や認識・対応を

反映。 

※２（文言修正） 

子ども・子育て支援新制度および青梅市子

ども・子育て支援事業計画にもとづいた理

念を反映。 

【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 計 画 の 推 進 と 制 度 改 正 へ の 対応  

「青梅市次世代育成支援地域行動計画（後期行動計画）」にもとづき、社会全

体で子育てができる環境づくりと総合的な子育て支援策を推進するとともに、子

ども・子育て支援法等の施行や今後の国や東京都の制度改正に適切に対応しま

す。※３

※３平成 27 年４月からの子ども・

子育て支援関連三法の施行、

「子ども・子育て支援新制度」

への移行を踏まえ、幼児期の学

校教育や保育、地域の子育て支

援の量の拡大や質の向上を進

めていく「青梅市子ども・子育

て支援事業計画」を平成 26 年

12 月に策定。

※３（文言修正） 

子ども・子育て支援新制度および青梅市子

ども・子育て支援事業計画にもとづき、施

策を推進する。 

資料１
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（２）子育 て支 援の充実  

子どもと保護者あるいは保護者同士の交流の場として、子育て支援センターや

市民センター、地域の自治会館等の既存施設を活用し子育て支援事業を推進しま

す。 

子育てサークルや子育て支援グループへの支援の充実を図るとともに、多世

代・異年齢交流による子育てネットワークづくりを促進します。 

ファミリー・サポート・センター事業、乳幼児ショートステイ事業や育児支援

ヘルパー事業、こんにちは赤ちゃん事業等を推進します。 

子ども家庭支援センター事業を推進するとともに、関係機関が連携し児童虐待

の防止、早期発見と適正な対応を図ります。 

さらに、広報紙やホームページなどで、医療費助成や児童手当などの支援制度

の周知を図るとともに、子育てに関する情報を積極的に提供します。 

（総合戦略）

「おうめ版ネウボラ事業」、「おう

め版多世代交流センター事業」を

政策パッケージとして展開。

相談体制の充実、交通機関対策利

用児童の通学支援など、子育てし

やすい環境整備を推進。

（文言修正） 

切れ目のない子育て支援や子育てネットワー

クにとどまらない、地域における顔の見える

関係の構築を進める。 

（３）保育 サー ビスの充実  

認可保育所の施設整備をはじめ、一時預かり事業や延長保育事業などの保育サ

ービスの充実を促進するほか、低年齢児の待機児童を解消するため、施設整備に

よる定員増、家庭福祉員制度、グループ型小規模保育などの充実を図ります。 

学童保育所については、既存施設の活用等により待機児童の解消を図るととも

に、障害のある児童の入所拡大や放課後子ども教室との連携について検討しま

す。※４ 

※４学童保育所において、待機児童

が急増していることから、その

解消を図るために、子ども・子

育て支援事業計画の別冊とし

て「学童保育所待機児童解消プ

ラン」を策定。 

  また、同様に、「放課後子ども

総合プラン青梅市行動計画」を

策定し、放課後子ども教室の開

設校数の着実な増加、学童保育

事業との連携・拡充を図ること

とした。 

（総合戦略） 

保育所施設整備、保育所バスステ

ーション事業、学童保育事業放課

後子ども教室事業等を展開。 

※４（文言修正） 

プランにもとづき、学童保育所における待

機児童解消に向けた取組や放課後子ども教

室との連携のあり方について検討する。 

（４）幼稚 園教 育の推進  

幼児教育の充実を図るとともに、より良い環境のもとで幼稚園教育を展開する

ため、私立幼稚園等への支援に努めます。 

（５）子ど もの 安全・安心 な居 場所づくり  

地域や関係団体、ボランティアと連携し、市民センター、地域の自治会館、公

園や広場、学校の校庭や既存施設などを利用した、全ての子どもたちが身近で安

全に遊べる場や安心できる居場所の確保を図ります。 

また、児童遊園の遊具の点検・整備や身近な自然とふれあえる魅力ある遊び環

境づくりを進めます。 
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第３章  次代を担う子どもをみんなで育むまち  《２》家庭教育

【基 本 方 針】

家庭教育は全ての教育の出発点であり、家庭は常に子どもの心のよりどころとなるものです。 

子どもたちが基本的な生活習慣や生活能力、自制心や自立心、豊かな情操、他人に対する思いやり、善悪の判断などの基本的な倫理観、社会的なマナーなどの基礎を身に付

ける役割を果たす家庭教育の向上を目指し、学習機会の提供や啓発活動を推進します。 

また、家庭、学校および地域などと連携した子育て環境づくりの支援を図ります。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

家庭教育は、基本的な生活習慣や生活能力、自制心や自立心などの基礎を子ど

もたちが身に付ける上で重要な役割を担うものです。 

しかし、核家族化に加え、地域の人間関係の希薄化により、子育てに関する経

験が世代間で受け継がれにくくなっており、従来は家庭で教えてきたことが、子

どもに身に付いていない状況も見受けられます。 

また、不登校や暴力行為等、子どもを育てていく中で複雑な課題を抱えた家庭

も多く、家庭だけでの解決は難しい状況となっています。 

教育基本法においては、保護者は子どもの教育について第一義的責任を有する

ものとしつつ、家庭教育の支援施策については国と地方公共団体の責務として明

記されています。 

また、社会教育法においても、家庭教育の向上に資するよう努めるものとされ

ています。 

本市では、子どもたちの生活習慣の確立を目指すための啓発活動や講演会を開

催し、家庭教育支援に取り組むとともに、小学校入学前の幼児と親を対象とした

幼児教育事業の実施など生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児期の教育支援

を推進しています。 

今後も、子どもの教育に対する家庭の役割を周知し、家庭において子どもたち

に基本的な生活習慣を身に付けさせていくとともに、地域との連携や多世代・異

年齢交流を通じて、家庭の教育力の向上を促す必要があります。 

【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 家 庭 教 育 へ の 支 援  

子どもたちの生活習慣の確立に向け、国や東京都と連携して、家庭教育に関す

る啓発事業の推進を図ります。 

また、家庭の教育力の向上のため、家庭、学校、地域および関係機関との連携・

協力を推進するとともに、講演会や相談会の開催など家庭教育への支援に努めま

す。

（２）幼児 期の 教育支援  

小学校入学前の幼児と親を対象に、親子がふれあい、子どもの成長を実感でき

る機会として幼児教育事業を実施するなど、生涯にわたる人格形成の基礎を培う

幼児期の教育支援を推進します。 

また、幼児教育事業などの交流の場を通じた保護者同士のネットワークづくり

を促進します。 
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第３章  次代を担う子どもをみんなで育むまち  《３》学校教育

【基 本 方 針】

子どもたちが、知性、感性、道徳心や体力を育み、郷土を愛する人間性豊かな市民として成長することを目指し、教職員の資質・能力の向上や基礎的・基本的な学力の確実

な定着を図るとともに、家庭・学校・地域が連携し、青梅の伝統や文化を生かした地域に根ざした教育を推進します。 

また、小・中学校の９年間を通じた一貫性のある切れ目のない教育を推進し、児童・生徒間の多様な関わり合いの中で豊かな人間性や社会性を育む教育を目指します。 

さらに、安全・安心で地域に開かれた学校づくりを進めるとともに、少子化による児童・生徒数の動向を踏まえ、学校規模の適正化を検討します。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

社会経済情勢の大きな変化の中で、子どもたちには、これからの社会を支えて

いく意思と実践力が求められており、学校教育において、確かな学力、豊かな人

間性、健やかな体のバランスのとれた育成が求められています。 

国では、教育基本法や学校教育法等の改正、これに伴う学習指導要領の改訂な

どが行われ、教育の振興に向けた取組が進められています。 

本市では、「青梅市教育推進プラン」にもとづき、基礎学力の向上を図るとと

もに、個性を尊重した創造力豊かな教育、心の教育や生きる力を育む教育を推進

しています。 

また、社会の良き形成者となるための基礎・基本を育む教育や青梅の将来を担

うための地域に根ざした教育を推進しています。 

小学校では平成23（2011）年度から、中学校では平成24（2012）年度から全面

実施された新しい学習指導要領に対応し、自然や歴史、伝統文化など、豊富にあ

る本市の地域特性を教育に生かし、家庭・学校・地域が連携し、子どもたちの創

造力、道徳心の養成、学力・体力の向上に努めています。 

                                ※１ 

今後も、教育効果を高める学校施設の設備や教材の更新・充実とともに、家庭・

地域との連携強化など、個性と創造力豊かな人間の育成に向けた教育の充実を図

る必要があります。                        ※２ 

また、少子化による児童・生徒数の動向を踏まえた学校規模の適正化を図る必

要があります。 

※１学校におけるいじめの未然防

止、早期発見、早期対応等が課

題視されたことから、「いじめ

防止対策推進法」が制定され、

青梅市においては「青梅市いじ

め防止に関する条例」を平成 26

年度に制定。 

※２東京都は、平成 32（2020）年に

開 催 さ れ る 東 京 オ リ ン ピ ッ

ク・パラリンピックに向けて、

オリンピック・パラリンピック

教育を推進。 

※３「地方教育行政の組織及び運営

に関する法律」の改正に伴い、

平成 27 年に総合教育会議を設

置し、教育大綱を策定した。 

※１（追記） 

いじめに対する国・市の動きと認識を追記。

※２（追記） 

オリンピック・パラリンピック教育に関し

て追記。 

【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 学 力 ・ 体 力 の 向 上  

郷土愛を育むとともに、基礎的・基本的な学力の確実な定着に向けて、個に応

じた指導の充実を図ります。 

家庭学習の習慣化、本市の自然や歴史、産業、人材など地域の教育力の活用や

小規模特認校による特色ある教育の充実を図ります。 

義務教育の９年間を通して継続的で一貫性のある指導を行う小・中学校一貫教

育の推進を図ります。 

小・中学校・高等学校との連携を図りながら、青梅の特性を生かした自然体験

学習に取り組み、豊かな自然に親しみながら生きる力を育む教育の充実を図ります。

情報教育、国際理解教育、環境教育、防災教育、社会的・職業的自立に向けた

基盤となる能力や態度を育むためのキャリア教育など社会変化に対応した教育

の充実を図るとともに、様々な人々との関わりを通じたコミュニケーション能力

の育成を図ります。※４ 

学校教育の一層の質的向上を図るため、自主的・自立的な学校経営への支援体

制の充実を図ります。 

また、授業や部活動、体力向上月間の検討などを通してスポーツに親しむ習慣

を養うとともに、児童・生徒の体力の向上を図る取組を進めます。 

                                ※５

※４学習指導要領では、外国語活動

が５年生から３年生に引き下

げられる。 

平成 32 年度の完全実施に向け

て、東京都では２年早い平成 30

年度からの英語教育を先行実

施。 

※５東京都は、平成 32（2020）年に

開 催 さ れ る 東 京 オ リ ン ピ ッ

ク・パラリンピックに向けて、

オリンピック・パラリンピック

教育を推進。 

（ 総 合 戦 略）

学 力 向 上 事業 を展開。

※４（文言修正） 

  グローバル化に対応した英語教育を充実。 

※５（追記） 

オリンピック・パラリンピック教育を推進。
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（２）心の 教育 の推進  

学校における人権教育・道徳教育等を通じて、あらゆる偏見や差別をなくし、

人間尊重や公共の精神、伝統・文化を尊重する「心の教育」を推進します。※６

また、いじめや不登校など多様な教育課題に対応するため、教育相談所、適応

指導教室の充実など、教育相談体制・不登校対策の充実を図ります。※７ 

さらに、学校支援体制や相談環境の充実を図るため、スクールカウンセラーを

活用するとともに、スクールソーシャルワーカーの導入について検討します。 

※６特別の教科道徳について、小学

校では平成 30 年４月から、中

学校では平成 31 年４月から全

面実施。 

※７学校におけるいじめの未然防

止、早期発見、早期対応等が課

題視されたことから、「いじめ

防止対策推進法」が制定され、

青梅市においては「青梅市いじ

め防止に関する条例」を平成 26

年度に制定。 

※６（文言修正） 

  道徳について記述を追加。 

※７（文言修正） 

  条例等にもとづき、いじめの未然防止、早

期発見、いじめへの対処に努める。 

（３）特別 支援 教育の推進  

発達障害を含め障害のある児童・生徒一人ひとりの能力を伸張するため、家

庭・学校・地域の連携および都立特別支援学校など関係機関との密接な連携のも

と、乳幼児から学校卒業後までのライフステージを見通した特別支援教育に取り

組みます。 

また、支援を必要とする児童・生徒の動向に対応して、特別支援学級設置校の

拡充と特別支援教室の設置を検討します。 

（４）教育 環境 の充実  

家庭・学校・地域が連携した教育の推進に向けて、ＰＴＡ活動や学校運営連絡

協議会の活動を充実し、積極的な情報提供のもとに、学校運営への市民参画を促

進します。 

教育効果を高めるための教材・教具の整備とともに、子どもたちの情報活用能

力を育成し、校務の情報化を推進するため、学校におけるＩＣＴ（情報通信技術）

環境の整備を図ります。 

（総合戦略）

安 全・安 心 な 学校づくり推進

事業、教 育の 情 報化推進 事業

を展開。

（５）教職 員の 資質・能力 の向 上  

教職員の校内研修の充実と各種研修への積極的な参加を進め、教職員の資質・

能力の向上を図ります。 

（６）施設 の整 備・活用  

老朽化への対応や安全管理の充実等を考慮し、学校施設の改修を計画的に推進

するとともに、少子化による児童・生徒数の減少、少人数指導の実施および少人

数学級への動向などを踏まえた学校規模の適正化と余裕教室の活用を図ります。

また、屋内運動場や校庭などの学校施設の開放を推進するとともに、既存施設

の有効活用を図ります。 

（７）学校 給食 の充実  

児童・生徒の健全な発達と健康増進を目指し、米飯給食回数の増加をはじめ、

個々食器の導入、地場農産物利用の拡大など、食育の推進や地産地消の視点に立

った取組を進めます。 

また、学校給食センターの根ヶ布調理場と藤橋調理場の統合を計画的に進め、

適正な管理・運営を図ります。 

5



第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第３章  次代を担う子どもをみんなで育むまち  《４》青少年活動

【基 本 方 針】

次代を担う青少年が、自らの能力や個性を十分に発揮するとともに、地域社会の一員として心身共に健やかに成長することを目指し、家庭、学校、地域および関係機関との

連携のもと、青少年活動への支援を図ります。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

国では、平成22（2010）年に子ども・若者育成支援推進法を施行し、子ども・

若者が健やかに成長し、社会生活を円滑に営むことができるようにするための支

援や取組について定め、総合的な子ども・若者育成支援施策を推進しています。

                                ※１ 

本市では、青梅警察署等と連携して青少年の健全な育成に悪影響を及ぼす有害

環境の浄化に努めるとともに、家庭、学校および地域などと連携・協力を図りな

がら、青少年健全育成事業を推進しています。 

一方、子どもたちが自然の中で遊んだり、年齢の異なる子ども同士で遊ぶ機会

が減少している状況もあります。 

他人を思いやる心や協調性、ルールを守ることの大切さなど、遊びや自然体験

を通じて社会生活に必要な様々な資質や能力を育み、個性豊かな人格を形成する

ための支援が求められています。 

本市では、社会教育法にもとづき、様々な自然体験教室や情報提供を行うとと

もに、青少年委員や学校と連携して、ボランティア活動など社会奉仕体験活動、

自然体験活動等への参加機会の充実や青少年リーダーの育成に努めています。 

今後とも、青少年が家庭、学校、地域などあらゆる生活の場において、様々な

人間関係や活動を通して豊かな人間性を育み、健全に育成されるよう、家庭、学

校、地域および関係機関との連携を強化し、時代の変化に対応した取組を進めて

いく必要があります。 

※１平成 27 年４月に生活困窮者自

立支援法が施行され、全国に生

活困窮者への包括的な支援体

制が整備されることとなる。 

  なお、同法にもとづき実施する

自立相談支援事業では、生活困

窮者を包括的に受け止めると

ともに、相談者の中にはひきこ

もりの問題を抱える人も含ま

れるものとし、ひきこもり地域

支援センター（東京都ひきこも

りサポートネット）との連携体

制の構築が必要としている。 

※１（追記） 

生活困窮者自立支援法について反映。 

【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 青 少 年 の 体 験 活 動 の 充 実  

多様な体験活動を通して、集団活動における協調性や他人を思いやる心、リー

ダーとしての資質を養うため、ボランティア活動をはじめ、社会奉仕体験活動、

自然体験活動など青少年の成長段階に応じた様々な体験活動ができる場や機会

の提供に努めます。

（総合戦略）

青少年体験活動の充実。

（２）青少 年リ ーダーの育 成  

青少年委員や学校関係者の協力のもと、青少年リーダー育成研修会や異年齢の

団体活動等の体験を通して、青少年リーダーの育成を図ります。 

（３）青少 年の 健全育成環 境の 確保  

家庭、学校、地域社会、関係機関および行政による相互の連携・協力を図りな

がら、青少年健全育成事業を推進します。 

また、青梅警察署や関係団体との連携のもと、非行の防止や補導、パトロール、

有害環境の浄化などの各種の活動を支援・促進し、関係機関・団体を中心とした

健全な社会環境づくりを進めます。 

                                ※２ 

※２平成 27 年８月「東京都子供・

若者計画」が策定され、市区町

村の役割として、地域の実情に

応じた子供・若者支援施策の着

実な推進、子供・若者計画の策

定、子供・若者支援地域協議会

の設置が努力義務化。 

（総合戦略） 

青少年健全育成事業を展開。 

※２（追記） 

東京都子供・若者計画にもとづき、地域の

実情に応じた子供・若者支援施策を推進す

る。 
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第４章  文化・交流活動がいきづくまち  《１》生涯学習

【基 本 方 針】

市民が生涯を通じ、主体的に学習機会を選択して学び、その成果を社会に生かしていくことができる「ともに学んで生きるまち」の実現を目指し、い

つでも、どこでも、誰でもが学び、楽しみ、その成果が豊かな地域づくりに反映される生涯学習の推進を図ります。  

ま た 、 学 習成 果 の 総 合 的 な発 表 の 場や生涯学習の基盤となる施設の整備を図ります。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

社会経済情勢が大きく変化し、ライフスタイルや生活課題がますま

す多様化する中で、一人ひとりがその生涯にわたって、あらゆる機会

に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生

かすことのできる社会の実現が求められています。  

平 成 18（ 2006） 年 に 教 育 基本 法 が 改 正 さ れ、 生 涯 学習の理念が新た

に規定されました。また、平成 20（ 2008） 年 に は 、 社 会 教 育法 が 改 正

さ れ 、 教 育基 本法の改正を踏まえた規定の整備が行われました。  

本 市 で は 、「 青 梅 市 生 涯 学 習推 進 計画」にもとづき、市民が生涯を通

じて学習の機会を選択し、様々な知識や技術を習得し、人格を磨く「と

もに学んで生きるまち」の実現を目指して、様々な学習情報の提供や

関係団体と連携した学習イベントの開催などに取り組んできました。

今後も、市民一人ひとりが生涯にわたって能動的に学び続け、必要

とする力を養い、学習成果を生かしていくことが可能となるよう、生

涯学習の充実を図る必要があります。

※１平成 25 年４月、中央教育審議

会の第２期教育振興基本計画

の答申が出され、その中で、わ

が国では「自立・協働・創造に

向けた一人一人が生涯にわた

って能動的に学び続け、様々な

力を養い、その成果を社会に生

かしていくことが可能な生涯

学習社会を目指していく必要

があり、このような社会を実現

するため、①社会を生き抜く力

の養成、②未来への飛躍を実現

する人材の養成、③学びのセー

フティーネットの構築、④絆づ

くりと活力あるコミュニティ

の形成、を基本方向として位置

づけた。 

※２平成 25 年４月「東京都教育ビ

ジョン（第３次）」において、

「社会全体で子供の「知」「徳」

「体」を育み、グローバル化の

進展など変化の激しい時代に

おける、自ら学び考え行動する

力や社会の発展に主体的に貢

献する力を培う」ことが基本理

念として示された。 

※３平成 28 年４月「東京都教育ビ

ジョン（第３次・一部改定）」

として、平成 27 年 11 月に策定

された「東京都教育施策大綱」

や国の教育改革の動向を踏ま

え一部改定。 
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【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 生 涯 学 習 推 進 体 制 の 整 備  

「青梅市生涯学習推進計画」にもとづき、市民の主体的な学習活動

の支援に向け関連機関・諸団体との連携を図り、市民の生涯学習を総

合的・広域的に支援し、市民との連携により生涯学習を推進する体制

の確立を図ります。  

生 涯 学 習 活動 を 支 援 す る 各分 野 の 講師や指導者の発掘に努め、特に、

多様な知識・技能を持つ団塊の世代の参加を促進するなど生涯学習人

材登録制度の充実を図ります。  

ま た 、 学 習活 動 団 体 相 互 の交 流 や 活動の支援を図るとともに、自立

的な活動を行う団体・グループの育成に努めます。  

さ ら に 、 イン タ ー ネ ッ ト の活 用 を はじめ、様々な媒体を利用した生

涯学習に関する情報提供の充実を図ります。  

※４平成 26 年３月「第五次青梅市

生涯学習推進計画」を策定。 

（総合戦略） 

生涯学習の充実。

（２）生涯 学習 の環境整備  

生涯学習機会の充実を図るために、学習情報・機会の提供や地域の

生涯学習拠点としての市民センターや図書館機能の充実と利用促進、

学習要望の把握、学習成果の発表の場として生涯学習イベントの開催

など、学習環境の整備に努めます。  

ま た 、 市 民一 人 ひ と り が 生涯 に わ たり学習することができる各種講

座、講演会等を実施するとともに、市民の要望に応じて職員などを講

師として派遣する「生涯学習まちづくり出前講座」を実施します。  

さ ら に 、 市民 の 学 習 成 果 が地 域 活 動へとつながり、地域活動で生ま

れた交流が新たな学習や多様な地域活動に展開していく循環型の生涯

学習を進めます。  
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第４章  文化・交流活動がいきづくまち  《２》歴史・文化・芸術

【基 本 方 針】

市民一人ひとりが自らの暮らすまちの歴史や文化を理解し、郷土を愛し、誇りをもって生活することができる心豊かな文化の香り高いまちを目指し、

地域の文化財の保護・保存に努めるとともに、優れた文化・芸術や貴重な文化財を通じ、市民誰もが参加し触れることができる機会の充実を図ります。  

ま た 、 文 化芸 術 活 動 の 拠 点と な る 施設の整備を図ります。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

文化・芸術は、人々に精神的な豊かさや感動を与え、交流を活発化

させるなど、生活に欠かせない重要な要素です。  

ま た 、 地 域の 歴 史 や 先 人 たち が 果 たしてきた役割などに触れること

で、郷土を愛する心の育成や新たな文化の創造につながります。  

本 市 に は 、２ 点 の 国 宝 を はじ め と する文化財、天然記念物や史跡な

ど、有形・無形の貴重な文化財が多数存在しています。  

貴 重 な 文 化財 を 後 世 に 伝 える た め 、文化財保護審議会委員等と連携

して、文化財の保護を進めるとともに、新たな遺跡の発掘・調査、目

録の整備や更新を行っています。  

文 化 ・ 芸 術に つ い て は 、 市民 会 館 を拠点とした市民劇場や青梅市総

合文化祭の開催など、芸術鑑賞や発表の機会づくりに努めているほか、

アートによるまちづくり活動も展開されており、市内外からの集客交

流の促進とともに、多くの市民が参画する文化芸術活動が展開されて

います。  

市 民 会 館 、郷 土 博 物 館 、 美術 館 な どの文化芸術施設全体のあり方を

はじめ、他市にはない多数の文化財や伝統芸能の活用などが課題とな

っています。  

文 化 財 の 適切 な 保 存 ・ 活 用と 文 化 芸術活動拠点のあり方を検討し、

より多くの人々が本市の歴史や文化などにふれあえる文化芸術活動の

発表の場や機会を増やしていく必要があります。

【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 文 化 遺 産 の 魅 力 を 生 か し た まちづく りの 推進  

指定文化財の適切な保存・活用に努めるとともに、その他の文化財

についても、調査・研究に努めます。  

さ ら に 、 文化 財 ボ ラ ン テ ィア な ど 、市民と行政が一体となった文化

財の保存・活用に取り組み、文化遺産の魅力を生かしたまちづくりを

推進します。  

（２）アー トに よるまちづ くり の推進  

アート関連団体、青梅商工会議所、青梅市観光協会との連携を強化

し、文化、教育、観光の振興に向け、市内の美術関連の地域資源を活

用したアートによるまちづくりを推進します。  

ま た 、 東 京都 内 か ら 優 れ た新 人 画 家発掘を目指す公募展「ビエンナ

ーレＯＭＥ」を継続して実施するなど、芸術活動の支援を図ります。

さらに、市内各所にアート関連の作品を点在させ、街中の回遊性向

上と各施設の利用者増加を図ります。  

ま た 、 市 民・ 関 係 団 体 と 連携 し 、 文化施設における協働事業の開催

を図ります。  
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（３）市民 文化 ・芸術活動 の振 興  

青梅市文化団体連盟をはじめ各種芸術・文化団体の育成を図るとと

もに、指導者の育成・確保を進め、市民の自主的な文化芸術活動の一

層の活性化を促進します。  

ま た 、 総 合 文 化 祭 を は じ め 、 コ ン サート、各種講演会などの文化行

事の企画、開催および内容の充実など、多様な文化・芸術を鑑賞する

機会や活動成果を発表する場づくりや機会の充実に努めます。  

（４）文化 芸術 活動拠点施 設の あり方の再 構築  

市民会館、郷土博物館、美術館など文化芸術活動拠点の老朽化に対

応した計画的な改修に努める※１とともに、新たな文化芸術活動の拠

点施設となり、様々な機能を有する複合施設としての市民ホールの建

設を検討するなど文化芸術施設全体のあり方を再構築します。  

ま た 、 東 部 地 区 に お け る 東 京 都 立 の文化施設の設置促進について、

引き続き東京都へ要請します。  

※１平 成 28 年 度 を も っ て、現 在

の 市 民 会 館 を 閉 館 し 、 平 成

31 年 度 に 新 生 涯 学 習 施 設

を 開 館 す べ く 、 準 備 を 進 め

ている。  
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第４章  文化・交流活動がいきづくまち  《３》図書館  

【 基 本 方 針】

図書館は幅広い分野の図書や視聴覚資料等の収集・整理・保存を行い、市民が必要とする様々な資料や情報を提供することにより、生涯学習をはじめ

とする情報交流拠点施設として、利用者に応じたサービスを提供します。  

ま た 、 本 市の 歴 史 を 未 来 に伝 え る ため、地域資料や行政資料の収集等に努めます。  

さ ら に 、 中央 図 書 館 と 分 館と の 役 割を明確化し一体的な運用を図るとともに、特色のある図書館づくりを推進します。

【現 状 と 課 題】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

本市の図書館は、平成 20（ 2008）年 に 開 館 し た中 央 図 書 館 と 市内 11 館

の 分 館 で 構成 さ れ て お り 、市 民 の 生涯学習の拠点として市内全域でサ

ービスを行うとともに、西多摩地域   ※ １ の 相 互 利 用 を行 い 広 域 的

な 連 携 も 進めています。  

ま た 、 平 成 21（ 2009） 年 に策 定 し た 「 第 二 次青 梅 市 子 ど も読書活動

推進計画」にもとづき、子どもの読書活動を推進※２するとともに、

図書館の利用に障害のある方々に対する読書活動を支援しています。

今後は、身近な図書館として様々な図書や視聴覚資料などを収集・

保存・提供するとともに、子どもの読書活動の推進のため学校および

学校図書館等と連携していく必要があります。  

ま た 、 機 能や サ ー ビ ス 面 にお い て 、新たな市民ニーズに応えられる

図書館とするとともに、分館も含む図書館のあり方について検討して

いく必要があります。※３

※１平成 26 年 10 月から飯能市と、

平成 27 年 10 月から入間市と図

書館の相互利用を開始。 

※２平成 26 年に「第三次青梅市子

ども読書活動推進計画」を策

定。 

※３平成 27 年に「青梅市図書館基

本計画」を策定。 

平成 28 年４月から指定管理者

制度を導入。 

公共施設の効果的かつ効率的

な管理運営を図るため、平成

28 年３月をもって東青梅図書

館および河辺図書館を廃止。 

※１（追記） 

飯能市、入間市を追加。 

※２（文言修正） 

「第三次青梅市子ども読書活動推進計画」

にもとづき、子どもの読書活動を推進。 

※３（文言修正） 

指定管理者制度を導入し、新たな市民ニー

ズに適切にこたえられる体制づくりを推

進。 

【基 本 施 策】 社会経済情 勢の 変化等 改訂の要点  

（ １ ） 図 書 館 資 料 の 充 実  

子どもから高齢者まで誰でも利用できる図書館を目指し、幅広い分

野の図書や視聴覚資料、電子資料等の充実を図ります。  

ま た 、本 市 に 関 す る 地 域 資 料・行 政資料の充実を積極的に図ります。

（２）図書 館サ ービスの充 実  

必要な情報・資料などを求める市民に対して、レファレンスサービ

スなどを通し適切な資料や情報を提供します。  

ま た 、 図 書館 が 市 民 に と って よ り 身近な施設となるように講演会や

講座を開催するとともに、情報発信機能の充実を図ります。  

さ ら に 、 デイ ジ ー 図 書 （ デジ タ ル 録音図書）や大活字本、対面朗読

サービスの実施など、読書活動の支援を充実し、図書館の利用に障害

のある方に対するきめ細かなサービスの提供を通して魅力ある図書館

を目指します。  
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（３）子ど もの 読書活動の 支援  

「青梅市子ども読書活動推進計画」にもとづき、子どもたちに本と

の出会いを提供するとともに、講座の実施やブックリストの配布など

の取組を進め、家庭、学校および地域などが協力し、多様な読書体験

を通して読書の楽しさや素晴らしさを実感できるよう、読書環境の充

実を図ります。  

（４）図書 館ネ ットワーク の充 実  

中央図書館およびネットワークで結ばれた分館を地域の拠点として

充実を図り  

ま す 。 ま た、 イ ン タ ー ネ ット な ど の情報通信の活用を図るとともに、

市内小・中学校図書館との連携について検討します。  

（５）運営 方法 等の検討  

図書館の管理運営体制の見直しや、機能やサービス面で特色のある

分館づくりなど今後の施設のあり方について検討します。※４

※４平成 28 年４月から５年間の指

定管理者制度を導入。 

公共施設の効果的かつ効率的

な管理運営を図るため、平成

28 年３月をもって東青梅図書

館および河辺図書館を廃止。 
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第４章  文化・交流活動がいきづくま ち  《４》スポー ツ ･レクリエーション

【 基 本 方 針】

「 ス ポ ー ツ を 通 じ て す べ て の 市 民 が 幸 福 で 豊 か な 生 活 を 営 む こ と が で き る ま ち 」 の 実 現 を 目 指 し 、 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン の 活 動 の 機 会 や 場 所 を

提 供 す る こ と に よ り 、 市 民 の 健 康 維 持 ・ 増 進 に 努 め ま す 。  

ま た 、 既 存 体 育 施 設 の あ り 方 に つ い て 検 討 す る と と も に 、 い つ で も 気 軽 に 健 康 ・ 体 力 づ く り が で き る よ う 、 各 体 育 施 設 の 適 切 な 運 営 や 維 持 管 理 に 努 め

る こ と に よ り 、 ス ポ ー ツ の 推 進 を 図 り ま す 。

【 現 状 と 課 題】 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 改 訂 の 要 点  

ス ポ ー ツ は 、 健 康 づ く り や 体 力 の 向 上 に 役 立 つ だ け で な く 、 市 民 同

士 の 交 流 を 促 し 、 健 康 で 活 力 あ る 生 活 と 地 域 社 会 を 育 む も の と し て 、

重 要 な 役 割 を 担 っ て い ま す 。  

国 で は 、 ス ポ ー ツ を 取 り 巻 く 環 境 や 人 々 の 意 識 が 変 化 す る 中 、 平 成

23（ 2011） 年 に 、 こ れ ま で の ス ポ ー ツ 振 興 法 を 改 正 し て 新 た な ス ポ ー

ツ 基 本 法 を 制 定 し 、 ス ポ ー ツ に 関 す る 施 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進

す る こ と と し て い ま す 。  

本 市 で は 、 こ れ ま で 「 青 梅 市 ス ポ ー ツ 振 興 計 画 」 に も と づ き 、 生 涯

ス ポ ー ツ 社 会 の 実 現 に 向 け 、 行 政 、 市 民 、 ス ポ ー ツ 関 係 団 体 等 が 協 働

し て ス ポ ー ツ の 振 興 に 取 り 組 ん で き ま し た 。  

施 設 と し て は 、 総 合 体 育 館 を は じ め 、 永 山 公 園 総 合 運 動 場 な ど の 屋

外 体 育 施 設 、 東 原 公 園 水 泳 場 な ど の 水 泳 場 が ス ポ ー ツ 活 動 の 拠 点 に な

っ て い る と と も に 、各 地 域 に お い て は 市 民 セ ン タ ー 体 育 館 、運 動 広 場 、

学 校 施 設 の 校 庭 お よ び 体 育 館 な ど が あ り 、 ス ポ ー ツ 活 動 と と も に 、 地

域 で の 交 流 に も 活 用 さ れ て い ま す 。  

今 後 は 、 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ の 育 成 を は じ め 、 有 酸 素 運 動 の 普 及 な

ど ス ポ ー ツ 活 動 に よ る 健 康 づ く り 、 本 市 の 自 然 環 境 を 生 か し た ス ポ ー

ツ の 推 進 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。 ま た 、 老 朽 化 が 進 ん で い る 体 育 施 設

も 多 く 見 ら れ る こ と か ら 、 施 設 の あ り 方 も 含 め 検 討 し て い く 必 要 が あ

り ま す 。   ※ １  

※１平成 25 年９月、IOC 総会で 2020

年夏季オリンピックの開催地

が東京都に決定。

※１（追記） 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催および大会開催に向けた気運

醸成について追記。 

【 基 本 施 策】 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 改 訂 の 要 点  

（ １ ） 青 梅 市 ス ポ ー ツ 推 進 計 画 の 策 定 と 施 策 の 推 進  

「 青 梅 市 ス ポ ー ツ 振 興 計 画 」 に お け る 施 策 を 推 進 す る と と も に 、 本

市 の 実 情 に 即 し た ス ポ ー ツ 施 策 を 総 合 的 、 計 画 的 に 推 進 す る た め 、 新

た に ス ポ ー ツ 基 本 法 に も と づ く 「 青 梅 市 ス ポ ー ツ 推 進 計 画 」 を 策 定 し

ま す 。  

ま た 、 本 市 に 合 っ た 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ を 育 成 し 、 市 民 の 自 主 的 ・

自 律 的 ス ポ ー ツ 活 動 を 推 進 し ま す 。  

さ ら に 、 市 民 体 育 大 会 な ど 各 種 大 会 の 充 実 を 図 る と と も に 、 子 ど も

か ら 高 齢 者 ま で 誰 で も 楽 し め る ス ポ ー ツ イ ベ ン ト や 軽 ス ポ ー ツ の 普 及

な ど を 進 め ま す 。  

ま た 、 ハ イ キ ン グ 、 登 山 、 カ ヌ ー な ど の 豊 か な 自 然 環 境 を 生 か し た

ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン の 推 進 を は じ め 、 ウ ォ ー キ ン グ 、 ス イ ミ

ン グ な ど の 有 酸 素 運 動 の 普 及 、 ラ イ フ ス テ ー ジ に 応 じ た ス ポ ー ツ 活 動

に よ る 健 康 づ く り な ど 一 人 ひ と り の 健 康 状 態 に 合 わ せ た 継 続 的 な 運 動

指 導 が で き る 体 制 づ く り を 進 め ま す 。  
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（ ２ ） 体 育 施 設 の 整 備 と 管 理 運 営 の 充 実  

既 存 ス ポ ー ツ 施 設 に つ い て 、 老 朽 化 の 状 況 や 利 用 ニ ー ズ に 即 し た 施

設 ・ 設 備 の 整 備 ・ 充 実 を 計 画 的 に 進 め て い く と と も に 、 総 合 体 育 館 等

へ の 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入 の 検 討 な ど 管 理 運 営 体 制 の 充 実 を 図 り 、 有

効 活 用 に 努 め ま す 。  

ま た 、 学 校 施 設 で の 体 育 施 設 開 放 と と も に 、 民 間 温 水 プ ー ル 開 放 事

業 や 市 内 立 地 の 大 学 ・ 企 業 等 と の 連 携 な ど 民 間 体 育 施 設 の 利 用 を 図 り

ま す 。  

さ ら に 、 西 多 摩 地 域 等 の 周 辺 市 町 村 と の 体 育 施 設 の 相 互 利 用 等 を 検

討 し ま す 。  
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第６次青梅市総合長期計画 施策分野【改訂素案】（未定稿）  
第 ４ 章  文 化 ・ 交 流 活 動 が い き づ く ま ち  《 ５ 》 都 市 間 交 流  

【 基 本 方 針】

国 際 交 流 ・ 地 域 間 交 流 を 行 う こ と に よ り 、 異 な っ た 習 慣 や 文 化 を 相 互 に 理 解 し 、 相 手 の 立 場 を 認 め る 心 が 育 ま れ る 社 会 の 実 現 を 目 指 し ま す 。  

姉 妹 都 市 で あ る ド イ ツ ・ ボ ッ パ ル ト 市 と の 交 流 を 深 め て い く と と も に 、 市 内 の 国 際 交 流 活 動 を 行 っ て い る 団 体 を 支 援 す る こ と に よ り 、 市 民 が 主 体 と な

っ た 国 際 交 流 の 充 実 を 図 り ま す 。  

ま た 、 杉 並 区 を は じ め と す る 多 く の 自 治 体 と の 交 流 を 活 性 化 し 、 青 梅 の 魅 力 を 積 極 的 に 発 信 す る な ど 相 互 交 流 の 拡 大 を 図 り ま す 。

【 現 状 と 課 題】 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 改 訂 の 要 点  

交 通 ・ 通 信 手 段 の 発 達 等 に よ り 、 人 ・ 物 ・ 文 化 ・ 情 報 の 交 流 が 拡 大

し て お り 、 経 済 活 動 か ら 市 民 生 活 に 至 る ま で 、 国 内 外 と の 交 流 が 活 発

化 し て い ま す 。  

国 際 交 流 に つ い て は 、 本 市 で は 昭 和 40（ 1965） 年 に ド イ ツ の ボ ッ パ

ル ト 市 と 姉 妹 都 市 提 携 を 結 び 、 青 少 年 友 好 親 善 使 節 と い っ た 両 市 に よ

る 取 組 の ほ か 、 青 梅 ボ ッ パ ル ト 友 好 協 会 の 活 動 な ど 市 民 を 主 体 と し た

国 際 交 流 が 活 発 に 行 わ れ て お り 、 平 成 27（ 2015） 年 度 に は 、 姉 妹 都 市

提 携 50 周 年 を 迎 え ま す 。  

ま た 、 市 内 で は 、 数 多 く の 団 体 が 国 際 交 流 活 動 を 展 開 し て い ま す 。

今 後 は 、 青 梅 マ ラ ソ ン を は じ め 、 ス ポ ー ツ 、 文 化 、 イ ベ ン ト な ど を

通 し た 国 際 交 流 を 図 る と と も に 、 国 際 交 流 を 行 っ て い る 団 体 の 活 動 を

支 援 し 、 市 民 主 導 型 の 国 際 交 流 を 進 め る 必 要 が あ り ま す 。  

国 内 交 流 に つ い て は 、 平 成 21（ 2009） 年 に 杉 並 区 と 交 流 協 定 を 締 結

し 、 自 治 体 主 催 の 様 々 な 交 流 イ ベ ン ト へ の 相 互 参 加 を 通 し て 交 流 を 図

っ て い ま す 。  

ま た 、 平 成 23（ 2011） 年 に は 、 東 日 本 大 震 災 を 契 機 と し て 、 相 互 援

助 の 協 力 体 制 を 確 立 す る た め 、 災 害 時 相 互 援 助 に 関 す る 協 定 を 締 結 し

ま し た 。  

今 後 は 、 新 た な 自 治 体 と の 交 流 を 推 進 す る と と も に 、 交 流 に よ る 地

域 活 性 化 の 視 点 か ら 、 商 店 街 の 交 流 な ど の 市 民 レ ベ ル の 交 流 や 活 動 の

輪 を 広 げ 、 交 流 人 口 の 増 加 を 図 っ て い く 必 要 が あ り ま す 。

※１平成 27 年にボッパルト市との

姉妹都市提携 50 周年を迎え

た。 

※２東京2020オリンピック・パラリ

ンピックの開催を契機とした、

更なる国際交流の促進が期待

できる。 

※３平成２８年６月、青梅市は、ド

イツを相手国とした「ホストタ

ウン」に登録された。 

（ホストタウン） 

東京 2020 オリンピック・パラ

リンピック開催に向け、スポー

ツ立国、グローバル化の推進、

地域の活性化、観光振興等の観

点から、参加国・地域との人

的・経済的・文化的な相互交流

を図る地方公共団体を国が「ホ

ストタウン」として登録する制

度。 

※３（追記） 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催、ドイツを相手国とするホス

トタウン登録について追記。 
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【 基 本 施 策】 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 改 訂 の 要 点  

（ １ ） 国 際 交 流 の 促 進  

青 少 年 友 好 親 善 使 節 団 の 派 遣 と 受 入 の 充 実 を 図 り 、 ド イ ツ ・ ボ ッ パ

ル ト 市 と の 姉 妹 都 市 交 流 を 推 進 す る と と も に 、 国 際 交 流 を 行 っ て い る

団 体 の 支 援 を 行 い 、 市 民 主 体 の 国 際 交 流 活 動 を 促 進 し ま す 。  

ま た 、 市 内 に 住 ん で い る 外 国 人 に 対 し 、 生 活 情 報 や 行 政 情 報 の 提 供

を 行 い 、 住 み よ い 環 境 づ く り に 努 め る と と も に 、 日 本 語 講 座 を 開 催 し

社 会 参 加 を 促 進 し ま す 。  

さ ら に 、 青 梅 マ ラ ソ ン を は じ め 、 ス ポ ー ツ 、 文 化 、 イ ベ ン ト な ど を

通 し た 国 際 交 流 を 推 進 し ま す 。  

※４平成 28 年６月、青梅市は、ド

イツを相手国とした「ホストタ

ウン」に登録された。 

（ ２ ） 地 域 間 交 流 の 促 進  

交 流 協 定 を 締 結 し た 杉 並 区 と の 相 互 交 流 を 充 実 す る と と も に 、 青 梅

の 魅 力 を 発 信 す る 地 域 資 源 を 生 か し た イ ベ ン ト の 充 実 や 梅 サ ミ ッ ト な

ど の 地 域 間 交 流 活 動 の 拡 大 を 図 り ま す 。  

さ ら に 、 杉 並 区 と 交 流 の あ る 自 治 体 と の 交 流 や 多 摩 川 流 域 の 地 域 間

交 流 の 検 討 な ど 新 た な 自 治 体 と の 交 流 を 推 進 し 、 ス ポ ー ツ 、 文 化 、 イ

ベ ン ト な ど 様 々 な 機 会 を 通 じ て 交 流 の 輪 を 広 げ 、 災 害 時 に お い て は 相

互 に 援 助 し 、 自 治 体 間 だ け で は な く 市 民 同 士 の 心 が つ な が り 合 え る 交

流 を 目 指 し ま す 。  

（総合戦略）

自治体間交流事業を展開。
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